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1. 概要 

本計算書は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針

に基づき，非常用ディーゼル発電機空気だめが設計用地震力に対して十分な構造強度を有

していることを説明するものである。 

非常用ディーゼル発電機空気だめは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重

大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に

分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示

す。 

 

 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

非常用ディーゼル発電機空気だめの構造計画を表2－1に示す。 
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表2－1 構造計画 

計 画 の 概 要 
概略構造図 

基礎･支持構造 主体構造 

胴を4個の脚で支

持し，脚をそれ

ぞれ基礎ボルト

で基礎に据え付

ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横置円筒形容器  

 

 

 

 

 
胴 脚

基礎 
基礎ボルト 
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2.2 評価方針 

非常用ディーゼル発電機空気だめの応力評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 

構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構

造計画」にて示す非常用ディーゼル発電機空気だめの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定

する箇所において，「4.4 解析モデル及び諸元」及び「4.5 固有周期」で算出した固有周期

及び荷重に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評

価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

非常用ディーゼル発電機空気だめの耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 非常用ディーゼル発電機空気だめの耐震評価フロー 

 

有限要素法モデルの作成 

応力解析 

非常用ディーゼル発電機空気だめの構造強度評価 

解析モデル設定 

理論式による固有周期の算出 

設計用地震力 
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2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建

設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2 

Ａｓ 第1脚の断面積 mm
2
 

Ａｓ１ 第1脚の長手方向に対する有効せん断断面積 mm
2 

Ａｓ２ 第1脚の横方向に対する有効せん断断面積 mm
2
 

Ａｓ３ 第1脚の長手方向に対するせん断断面積 mm
2 

Ａｓ４ 第1脚の横方向に対するせん断断面積 mm
2
 

ａ 第1脚底板の長手方向幅 mm 

ｂ 第1脚底板の横方向幅 mm 

Ｃ１ 第1脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の横方向） mm 

Ｃ２ 第1脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の長手方向） mm 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｃｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られる値） 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｃ ｊ 軸方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られる値） 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

ｄ１ 第1脚底板端面から基礎ボルト中心までの長手方向の距離 mm 

ｄ２ 第1脚底板端面から基礎ボルト（外側）中心までの横方向の距離 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ 脚のせん断弾性係数 MPa 

Ｈ 水頭 mm 

ｈ１ 基礎から第1脚の胴付け根部までの高さ mm 

ｈ２ 基礎から胴の中心までの高さ mm 

Ｉｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント mm
4
 

Ｉｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面二次モーメント mm
4
 

Ｋｃ 第1脚のばね定数（胴の横方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋ  第1脚のばね定数（胴の長手方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋｖ 第1脚のばね定数（胴に鉛直力が作用する場合） N/m  

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ｋ１ｊ，Ｋ２ｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｋｃｊ，Ｋ ｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

０ 脚中心間距離 mm 

ｉ 第1脚より各荷重までの距離（ここで第2脚側の距離は正，その反対側は負

とする。）（ｉ＝1，2，3…ｊ１） 

mm 

ｗ 当て板における脚の取り付かない部分の長手方向長さ mm 

Ｍ１ 第1脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍ２ 第2脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｉ 容器各部の質量（ｉ＝1，2，3…ｊ１） kg 

ｍｓ１ 第1脚の質量 kg 

ｍｓ２ 第2脚の質量 kg 

ｎ 脚1個当たりの基礎ボルトの本数 － 

ｎ１ 長手方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの本数 － 

ｎ２ 横方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの本数 － 

Ｒ１ 第1脚の受ける荷重 N 

Ｒ２ 第2脚の受ける荷重 N 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ） 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 － 

Ｔ 胴の温度条件 ℃ 

Ｔｓ 脚の温度条件 ℃ 

Ｔ１ 長手方向固有周期 ｓ 

Ｔ２ 横方向固有周期 ｓ 

Ｔ３ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 第1脚側胴板の厚さ mm 

ｔｅ 第1脚付け根部における胴の有効板厚 mm 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ｚｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面係数 mm3 

Ｚｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面係数 mm3 

θ 引用文献(1)による胴の有効範囲角の2分の1 rad 

θ０ 胴の第1脚端部より鉛直軸までの角度 rad 

θｗ 胴の第1脚端部より当板端部までの角度 rad 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ１ 胴の一次応力の最大値 MPa 

σ２ 胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｓ１ 脚の一次応力の最大値 MPa 

σｓ２ 脚の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 



 

8 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-1
0
-
1-
2
-
2 
R
0
 

2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

 胴の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

   ＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

   ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

長

さ
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3. 評価部位 

非常用ディーゼル発電機空気だめの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方

法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる胴，脚及び基礎ボルトについて実施する。非常

用ディーゼル発電機空気だめの耐震評価部位については，表2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 容器及び内容物の質量は胴の中心軸に集中するものとする。 

(2) 地震力は，容器に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用するものとし，原則として，

強度評価において組合せるものとする。なお，基礎ボルトにおいては，作用する荷重の算出

において組合せるものとする。 

(3) 容器の胴は4個の脚で支持され，脚はそれぞれ基礎に基礎ボルトで取り付ける。 

(4) 水平方向は，脚をはりと考え，変形モードは脚の曲げ及びせん断変形を考慮する。胴の鉛

直方向は剛とみなす。 

(5) 胴と脚との取付部において胴の局部変形を考慮する。 

(6) 脚は全脚固定とし，水平方向荷重は全ての脚で受けるものとする。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用ディーゼル発電機空気だめの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－2に

示す。 

 

4.2.2 許容応力 

非常用ディーゼル発電機空気だめの許容応力を表4－3～表4－4に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

非常用ディーゼル発電機空気だめの許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表4－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－6に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設) 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

非常用ディーゼル発電機 

空気だめ 
Ｓ 

クラス３容器＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊1：クラス３容器の支持構造物を含む。 

   ＊2：Ｓｓと組み合わせ，ⅢＡＳの評価を実施する。 

 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備) 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

非常用ディーゼル発電機 

空気だめ 

常設耐震／防止

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊2
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表4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
   一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さ

い方。 

ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び 

高ニッケル合金について

は上記値と 1.2・Ｓのう

ち大きい方とする。 

左欄の 1.5 倍の値 弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによ

る疲労解析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であ

ること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 

 

 

左欄の 1.5 倍の値 

 

 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労

累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要。 

 

   注記 ＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略す

る。 

＊3：2・Ｓｙを超えるときは弾塑性解析若しくは設計・建設規格 PVB-3300 (PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。）の 

簡易弾塑性解析を用いる。

＊3 

＊3 
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表4－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物) 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ft 1.5・fs 

ⅣＡＳ 

1.5・ft 1.5・fs 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。）

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 

 

＊
 

＊
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

胴 
SM50B＊1 

(16mm＜厚さ≦40mm)
最高使用温度 60 ― 304 471 ― 

脚 周囲環境温度 ― 309 480 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 231 394 ― 

 

 

 

表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

胴 
SM50B＊1 

(16mm＜厚さ≦40mm)
最高使用温度 60 ― 304 471 ― 

脚 周囲環境温度 ― 309 480 ― 

基礎ボルト 
 

周囲環境温度 ― 231 394 ― 
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4.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表4－7及び表4－8に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

「Ｖ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

 

表 4－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
 基準地震動Ｓｓ 

水平

方向 

鉛直

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

Ｓ 
原子炉建屋

EL. -4.0＊1
0.017 0.002 －＊2 －＊2 

ＣＨ＝

0.87 

ＣＶ＝

0.90 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

   ＊2：Ｓｓ組み合わせ，ⅢＡＳについて評価を実施する。 

 

 

表 4－8 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

設備分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
 基準地震動Ｓｓ 

水平

方向 

鉛直

方向

水平方向

設計震度

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋

EL. -4.0＊
0.017 0.002 － － 

ＣＨ＝

0.87 

ＣＶ＝

0.90 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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4.4 解析モデル及び諸元 

 非常用ディーゼル発電機空気だめの解析モデルを図4－1に，解析モデルの概要を以下に示

す。また，機器の諸元を表4－9に示す。 

(1) 空気だめをシェル要素でモデル化したＦＥＭモデルによって求める。 

(2) 拘束条件は，脚を脚底面ボルト位置で変位3(X，Y，Z)方向拘束，脚底面を鉛直(Z)方向

フリーとする。 

(3) 計算機コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用し，胴，脚及び基礎ボルトの応力を求める。 

なお，評価に用いる計算機コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅴ-5-5 

計算機プログラム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。 

 

 

図4－1 解析モデル 
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表4－9 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － －  

質量 ｍ０ kg 2000 

温度条件 

（雰囲気温度） 

胴 Τ ℃ 60 

脚 Ｔｓ ℃ 

縦弾性係数 
胴 Ｅ MPa 201000 

脚 Ｅｓ MPa 201000 

ポアソン比 ν － 0.3 

要素数 － 個 13544 

節点数 － 個 13522 
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4.5 固有周期 

(1) 計算モデル 

本容器は，4.1項より図4－1，図4－2及び図4－3のような1質点系振動モデルとして考える。 

 

 

ｈ１ ｈ２Ｋｃｈ１ Ｋ

ｍ０

ｈ１Ｋｖ

ｍ０ ｍ０

 

図 4－1 長手方向の固有周期  図 4－2 横方向の固有周期  図 4－3 鉛直方向の固有周期 

計算モデル           計算モデル          計算モデル 

 

(2) 脚の受ける荷重 

脚の受ける荷重は全ての脚が下端固定構造であるため，機器の運転時質量ｍ０を全ての脚

で受けるものとする。 

 

(3) 長手方向の固有周期 

図4－1におけるばね定数は次式で求める。 

１

１
3 

１

ｓｓｓｙｓ ・ＡＧ

ｈ
＋

・Ｉ12・Ｅ

ｈ

1000
＝Ｋ

 
                              （4.5.1）

 

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π

 
                                             （4.5.2）

 

(4) 横方向の固有周期 

図4－2におけるばね定数は次式で求める。 

２

１１２１１２１２
 2 

１

ｓｓｓｘｓｓｘｓ

ｃ

・ＡＧ

ｈ
＋

・ＩＥ

／2)－ｈ・(ｈ)・ｈ－ｈ(ｈ
＋

・Ｉ6・Ｅ

)－ｈ・(3・ｈｈ

1000
＝Ｋ

 

                                （4.5.3）
 

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π

 
                                             （4.5.4） 

Ｋｃ
Ｔ２
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(5) 鉛直方向の固有周期 

図4－3におけるばね定数は次式で求める。 

ｓｓ

ｖ

・ＥＡ

ｈ

1000
＝Ｋ

１
                                                (4.5.5)

 

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π

                                              （4.5.6）
 

 

(6) 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表4－10に示す。 

 

表 4－10 固有周期（s） 

方向 固有周期 

水平 
長手方向 0.005 

横方向 0.017 

鉛直 0.002 

 

 

4.6 計算方法 

計算機コード「ＡＢＡＱＵＳ」により，胴，脚及び基礎ボルトの応力を求める。 

 

 

4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（胴，脚及び基礎ボルト）は，本計算書の【非常用ディーゼル発電機

空気だめの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

Ｔ 3

Ｋｖ
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4.8 応力の評価 

4.8.1 胴及び脚の応力評価 

4.6項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度及び脚の周囲環境温度における許容応力

Ｓａ以下であること。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許 容 応 力 Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さＳｕの

0.6倍のいずれか小さい方の値。ただ

し，オーステナイト系ステンレス鋼

及び高ニッケル合金にあっては許容

引張応力Ｓの1.2倍の方が大きい場合

はこの大きい方の値とする。 

設計引張強さＳｕの0.6倍 

一 次 応 力 上記の1.5倍の値 上記の1.5倍の値 

一次応力と二次

応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計降伏点

Ｓｙの2倍以下であれば，疲れ解析は不要とする。 

 

 

 

4.8.2 基礎ボルトの応力評価 

4.6項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ｔｓf 以下であ

ること。ただし，ƒｔｏ は下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]                      (4.8.2.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ 以下であ

ること。ただし，ƒｓｂ は下表による。 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5
2

Ｆ

 
・1.5
2

Ｆ

 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ

 
・1.5
31.5・

Ｆ

 

 

 

 

＊
 

＊
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

非常用ディーゼル発電機空気だめの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。なお，弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的震度

は基準地震動Ｓｓを下回っており，基準地震動Ｓｓによる発生値が，弾性設計用地震動Ｓ

ｄ又は静的震度に対する評価における許容限界を満足するため，弾性設計用地震動Ｓｄ又

は静的震度による発生値の算出を省略した。 

 

5.2  重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用ディーゼル発電機空気だめの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を

以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有

していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-2-2 R0 

【非常用ディーゼル発電機空気だめの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設  

1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ

 (m) 

固有周期 (s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 Ｓｓ

最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

非常用ディーゼル発電機 

空気だめ 
Ｓ 

原子炉建屋 

EL. -4.0＊1 
0.017 0.002 －＊2 －＊2 ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 3.24 60 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

                          ＊2：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

 

1.2 機 器 要 目 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 

－ － － － － － － 

 
１ 

(mm) 

２ 

(mm) 

３ 

(mm) 

４ 

(mm) 

５ 

(mm) 

６ 

(mm) 

７ 

(mm) 

Ｍ１ 

(N･mm) 

Ｍ２ 

(N･mm) 

Ｒ１ 

(N) 

Ｒ２ 

(N) 

Ｈ 

（mm） 

－ － － － － － － － － － － － 

 
ｍ０ 

(kg) 

ｍＳ１ 

(kg) 

ｍＳ２ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｔｅ 

(mm) 
０ 

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

ｗ 

(rad) 
ｗ 

(mm) 

2000 － － 1200 22.0 22.0 － － － － － 

 
Ｃ１ 

(mm) 

Ｃ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm4) 

Ｉｓｙ 

(mm4) 

Ｚｓｘ 

(mm3) 

Ｚｓｙ 

(mm3) 
０ 

(rad) 

 
 (rad) 

－ － 2.128×108 5.230×108 － － － － 
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ＡＳ 

（mm2） 

Ｅ 

（MPa） 

ＥＳ 

（MPa） 

ＧＳ 

（MPa） 

ＡＳ１ 

（mm2） 

ＡＳ２ 

（mm2） 

ＡＳ３ 

（mm2） 

ＡＳ４ 

（mm2） 

5.333×104 201000 201000 77300 2.153×104 3.133×104 － － 

 

Ｋ１１ Ｋ１２ Ｋ２１ Ｋ２２ Ｋ １ Ｋ ２ ＫＣ１ ＫＣ２ Ｃ １ Ｃ ２ ＣＣ１ ＣＣ２ 

－ － － － 
－ － － － － － － － 

－ － － － 

 
 
 
 
 
 

 
Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓ（胴板）

（MPa）

Ｓｙ（脚） 

（MPa） 

Ｓｕ（脚） 

（MPa） 

Ｆ（脚） 

（MPa）

Ｆ （脚）

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

304 471 － 309 480 － － 231 394 231 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

（mm） 

ｂ 

（mm） 

Ａｂ 

（mm2） 

ｄ１ 

（mm） 

ｄ２ 

（mm） 

－ 4 － － － － 
452.4 

（M24） 
－ － 

＊
 

＊
 

＊2＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 

＊1 ＊2 
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1.3 計算数値 

応力算出には有限要素解析手法を適用し，解析コードＡＢＡＱＵＳを使用して計算した。 

以下に応力計算結果（応力最大値）を示す。 

 

1.3.1 胴に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 － σ０ ＝ 90 

一 次 － σ１ ＝ 107 

一次＋二次 － σ２ ＝ 31 

 

1.3.2 脚に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

一 次 － σＳ１ ＝ 80 

一次＋二次 － σＳ２ ＝ 29 

 

1.3.3 基礎ボルトに生じる応力                     （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

引 張 り － σｂ ＝ 9 

せ ん 断 － τｂ ＝ 61 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期 （単位：s） 

方  向 固 有 周 期 

長 手 方 向 Ｔ１＝ 0.005 

横 方 向 Ｔ２＝ 0.017 

鉛 直 方 向 Ｔ３＝ 0.002 

1.4.2 応力        （単位：MPa） 

すべて許容応力以下である。 注記 ＊1：基準地震動Ｓｓによる算出値 

＊2：ƒ ｔｓ＝Min[1.4・ƒ ｔｏ－1.6・τｂ， ƒ ｔｏ]より算出

部 材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ 

算出応力＊1 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SM50B 

一次一般膜 σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 

一 次 σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 

一次＋二次 σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 

脚 

一 次 σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 

一次＋二次 σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 

基礎ボルト 

引 張 り σｂ ＝ 9 ƒ ｔｓ ＝ 145＊2 σｂ ＝ 9 ƒ ｔｓ ＝ 192＊2 

せ ん 断 τｂ ＝ 61 ƒ ｓｂ ＝ 133 τｂ ＝ 61 ƒ ｓｂ ＝ 159 
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2. 重大事故等対処設備  

2.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

 (m) 

固有周期 (s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 Ｓｓ

最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

非常用ディーゼル発電機 

空気だめ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

EL. -4.0＊ 
0.017 0.002 － － ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 3.24 60 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機 器 要 目 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 

－ － － － － － － 

 
１ 

(mm) 

２ 

(mm) 

３ 

(mm) 

４ 

(mm) 

５ 

(mm) 

６ 

(mm) 

７ 

(mm) 

Ｍ１ 

(N･mm) 

Ｍ２ 

(N･mm) 

Ｒ１ 

(N) 

Ｒ２ 

(N) 

Ｈ 

（mm） 

－ － － － － － － － － － － － 

 
ｍ０ 

(kg) 

ｍＳ１ 

(kg) 

ｍＳ２ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｔｅ 

(mm) 
０ 

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

ｗ 

(rad) 
ｗ 

(mm) 

2000 － － 1200 22.0 22.0 － － － － － 

 
Ｃ１ 

(mm) 

Ｃ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm4) 

Ｉｓｙ 

(mm4) 

Ｚｓｘ 

(mm3) 

Ｚｓｙ 

(mm3) 
０ 

(rad) 

 
 (rad) 

－ － 2.128×108 5.230×108 － － － － 

 
 



 

 

NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-2-2 R0 

2
6
 

 

 

 
ＡＳ 

（mm2） 

Ｅ 

（MPa） 

ＥＳ 

（MPa） 

ＧＳ 

（MPa） 
ＡＳ１ 

（mm2） 

ＡＳ２ 

（mm2） 

ＡＳ３ 

（mm2） 

ＡＳ４ 

（mm2） 

5.333×104 201000 201000 77300 2.153×104 3.133×104 － － 

 

Ｋ１１ Ｋ１２ Ｋ２１ Ｋ２２ Ｋ １ Ｋ ２ ＫＣ１ ＫＣ２ Ｃ １ Ｃ ２ ＣＣ１ ＣＣ２ 

－ － － － 
－ － － － － － － － 

－ － － － 

 
 
 
 
 
 

 
Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓ（胴板）

（MPa）

Ｓｙ（脚） 

（MPa） 

Ｓｕ（脚） 

（MPa） 

Ｆ（脚） 

（MPa）

Ｆ （脚）

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

304 471 － 309 480 － － 231 394 － 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

 

 

 

 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

（mm） 

ｂ 

（mm） 

Ａｂ 

（mm2） 

ｄ１ 

（mm） 

ｄ２ 

（mm） 

－ 4 － － － － 
452.4 

（M24） 
－ － 

＊
 

＊
 

＊2＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 

＊1 ＊2 
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2.3 計算数値 

応力算出には有限要素解析手法を適用し，解析コードＡＢＡＱＵＳを使用して計算した。 

以下に応力計算結果（応力最大値）を示す。 

 

2.3.1 胴に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 － σ０ ＝ 90 

一 次 － σ１ ＝ 107 

一次＋二次 － σ２ ＝ 31 

 

2.3.2 脚に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

一 次 － σＳ１ ＝ 80 

一次＋二次 － σＳ２ ＝ 29 

 

2.3.3 基礎ボルトに生じる応力                     （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

引 張 り － σｂ ＝ 9 

せ ん 断 － τｂ ＝ 61 
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期         （単位：s） 

方     向 固 有 周 期 

長 手 方 向 Ｔ１＝ 0.005 

横 方 向 Ｔ２＝ 0.017 

鉛 直 方 向 Ｔ３＝ 0.002 

 

2.4.2 応力                                                                               （単位：MPa） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて許容応力以下である。                        注記 ＊：ƒ ｔｓ＝Min[1.4・ƒ ｔｏ－1.6・τｂ， ƒ ｔｏ]より算出 

 

部 材 材 料 応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SM50B 

一次一般膜 － － σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 

一 次 － － σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 

一次＋二次 － － σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 

脚 SM50B 

一 次 － － σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 

一次＋二次 － － σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 

基礎ボルト SS41 

引 張 り － － σｂ ＝ 9 ƒ ｔｓ ＝ 192＊ 

せ ん 断 － － τｂ ＝ 61 ƒ ｓｂ ＝ 159 
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